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工事請負入札参加有資格者の方へ 
 

 大阪広域環境施設組合 

     

 
 

工事請負契約に係る工事費内訳書等の取扱いについて 

令和６年６月に第三次・担い手３法が改正（令和７年12月施行）され、当該改正のうち、

公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の改正により、建設業者は、公共工事

の入札に係る申込みの際に、材料費、労務費等を記載した工事費内訳書の提出が必要となり、本組

合においても、令和８年３月付けで工事費内訳書の取扱いを変更したところです。 

同じく第三次・担い手３法の改正のうち、建設業法の改正により、材料費、労務費及び

労働者による適正な施工を確保するために不可欠な経費の内訳を明示した見積書を作成す

る努力義務が規定されました。さらに、これを踏まえ、公共工事標準請負契約約款が改正

（令和７年12月施行）され、工事費内訳書に記載される経費（材料費、労務費等）について、

請負代金内訳書でも内訳明示する項目として追加されたことから、本組合においても、令和

８年11月付けで標準契約書を改正し、材料費、労務費等を記載した請負代金内訳書の提出を

求めるものとなりました。 

これを受け、本組合における工事費内訳書及び請負代金内訳書（以下「工事費内訳書等」

という。）の取扱いは次のとおりとしますので、ご確認願います。 

 
記 

 

１ 概要 

  ①工事費内訳書 

   入札書提出時に提出する入札金額の算定根拠となった工事費の内訳に関する書類（工事

費内訳書）は、令和８年３月付けの取扱いと同様に「法定福利費（事業主負担分）、材料

費、労務費、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金」を明示することとしま

す。 

  ②請負代金内訳書 

工事請負契約書第４条（請負代金内訳書及び工程表）規定の契約締結後 21 日以内に発注

者に提出する請負代金内訳書（様式３）に添付している設計図書の内訳明細書に、従前から

明示している法定福利費（事業主負担分）に加え、「材料費、労務費、安全衛生経費、建設

業退職金共済契約に係る掛金」を明示することとします。 

 

２ 様式 

工事費内訳書は、大阪広域環境施設組合電子入札システムの発注情報における発注図書

をご確認ください。請負代金内訳書（様式３）に添付する内訳明細書は、別紙１のとおり

とし、「材料費、労務費、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金」が追加され

たものをご使用ください。 

 



３ 落札決定の無効 

   「入札時における工事費内訳書の提出に関する取扱要領」第５の規定に該当する場合 

※必要な事項に記載漏れがある場合は、原則として無効の入札として取り扱います。ただ

し、材料費、労務費、安全衛生経費、建設業退職金共済契約に係る掛金について記載がな

い場合は、暫定的に無効としないこととします（法定福利費は、従前より見積の明示を求

めていることから、記載がない場合は無効とします。） 

 

４ 施行日 

令和８年11月１日（請負代金内訳書の新様式は、施行日以後に契約する案件に適用） 

 

５ 工事費内訳書等の追加項目について（参考） 

  工事費内訳書等に追加して記載する項目は、国土交通省 不動産・建設経済局「労務費ダ

ンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン」を参考に記載ください。なお、

当該ガイドラインの抜粋した内容は次のとおりです。 

① 材料費及び労務費 

 

 

 

② 安全衛生経費 



 

③ 建設業退職金共済契約に係る掛金 

建設業退職金共済制度の掛金納付の対象となる労働者がいる場合は、必要金額の記載 

を行う。建設業退職金共済制度の掛金納付の対象となる労働者がいない場合は、金額

の欄に「－」と記載を行う。 

 

 ６ 問合せ先 

経理課 契約担当 有留・西濱  

電話：06-6630-3346 



（別紙1）

直接工事費計

※うち材料費

※うち労務費

工事価格（税抜き）のうち、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費の事業主負担額

工事価格（税抜き）のうち、安全衛生経費

工事価格（税抜き）のうち、建設業退職金共済契約に係る掛金

消費税及び地方消費税額

〇〇工場〇〇設備整備工事

明細書

工 事 請 負 費 総 額

工 事 価 格
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